
   

                           

 

平成 23 年８月 12 日 

各  位 

  会 社 名 ら で ぃ っ し ゅ ぼ ー や 株 式 会 社 

代表者名 代表取締役社長  緒 方 大 助 

（コード番号：３１４６） 

問 合 せ 先  常 務 取 締 役 管 理 本 部 長 

秋 田 二 郎 

（TEL.03-5777-8640） 

株式会社ローソンとの合弁会社設立に関するお知らせ 

 

当社は、平成 23 年８月 12 日開催の当社取締役会において、株式会社ローソン（本社：東京都品川区、代表取

締役社長ＣＥＯ：新浪剛史、東証１部上場、銘柄コード：2651、以下「ローソン」という）との間で、合弁会社

の設立に関する基本合意に達し、合弁会社を設立することを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいた

します。 

 

１． 合弁会社設立の理由 

    当社は、「有機・低農薬農産物の生産・消費の輪を広めることは、環境保全活動の一環」という考え方に基づ

き、昭和 63 年に会員制戸別宅配事業を開始いたしました。そして、平成 21 年 9 月には、有機・低農薬野菜宅

配のトップブランドとして会員数 10 万人を突破し、自然派宅配の分野では、わが国最大級の会員数を誇る戸別

宅配企業に大きく成長してまいりました。 

  一方、ローソンは、「私たちは“みんなと暮らすマチ”を幸せにします。」という企業理念のもと、お客様に

合わせた、より便利な店舗・サービスをご提供することに挑戦しています。少子高齢化や少人数世帯の増加な

ど社会環境の変化に対応するため、平成 17 年から青果や家庭用品を充実させた生鮮コンビニ（ローソンストア

100、ローソンプラス）を展開し、平成 22 年からは農業法人ローソンファーム千葉を皮切りに各地にローソン

ファームを設立し野菜の生産にも取り組んでいます。これにより主婦層やシニア層のお客様のご利用が増加し

ています。この両社の戦略や施策を実現するため、合弁会社を設立し、積極的に事業拡大を目指していくこと

といたしました。 

 
２．業務提携の内容等 
（１）事業提携の内容 

 当社とローソンとは、生鮮食品、加工食品、日用品雑貨及びその他各種商品の生産、製造、加工、販売等の

共同事業を推進することを目的として、次の要領で合弁会社を共同で設立します。本業務提携を実施・推進し

ていくため、合弁会社での人材交流を積極的に行い、今後の両社の経営資源をもとに、経営判断の決定を行っ

ていくものとします。 

 なお、合弁会社の詳細につきましては、現在、両社にて協議を進めており、その内容が決定した時点で、適

時開示してまいります。 

  
① 商 号 未定 
② 本 店 所 在 地 東京都品川区 
③ 代表者の役職・氏名 未定 
④ 

事 業 内 容 
生鮮食品、加工食品、日用品雑貨及びその他各種商品の生産、製造、

加工、販売等 
⑤ 資 本 金 の 額 50 百万円 
⑥ 設 立 年 月 日 平成 23 年 9 月 1 日 
⑦ 事 業 年 度 の 末 日 2 月末日 
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⑧ 純 資 産 50 百万円 
⑨ 総 資 産 50 百万円 
⑩ 出 資 比 率 株式会社ローソン：51.0％、らでぃっしゅぼーや株式会社 49.0％ 

 
３．日 程 （予定） 

取締役会決議 平成 23 年 8 月 12 日 
業務提携契約および合弁基本契約書締結 平成 23 年 8 月中旬 
合弁会社設立日および事業開始日 平成 23 年 9 月 1 日 

 
 
４．業務提携先の概要 
（１） 商号 株式会社ローソン 
（２）  本店所在地 東京都品川区大崎一丁目 11 番 2 号 ゲートシティ大崎イーストタワー 
（３） 代表者の役職・指名 代表取締役社長ＣＥＯ 新浪剛史 
（４） 主な事業内容 コンビニエンスストア「ローソン」のフランチャイズチェーン展開 
（５） 資本金の額 585 億 664 万 4 千円 （平成 23 年 2 月末現在） 
（６） 設立年月日 昭和 50 年 4 月 15 日 
（７） 大株主構成及び持株比率 （平成 23 年 2 月末現在） 

 
順位 株主名 所有株式数（千株） 議決権比率（％） 
１ 三菱商事株式会社 32,089 32.13 
２ 丸紅フーズインベストメント株式会社 4,786 4.79 

３ 
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

（信託口） 4,262 4.27 

４ 
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信

託口） 3,870 3.88 

５ 

ステートストリートバンクアンドトラスト

カンパニー505223  
（常任代理人 株式会社みずほコーポレート

銀行決済営業部） 

3,162 3.17 

６ 株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ 2,092 2.10 

７ 

ザチェースマンハッタンバンクエヌエイロ

ンドンエスエルオムニバスアカウント（常任

代理人 株式会社みずほコーポレート銀行決

済営業部） 

1,440 1.44 

８ ドイツ証券株式会社 1,330 1.33 

９ 
ラボバンクネダーランド東京支店  
(常任代理人  株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行) 1,080 1.08 

１０ 

ステートストリートバンクアンドトラスト

カンパニー505225  
（常任代理人 株式会社みずほコーポレート

銀行決済営業部） 

883 0.88 

 
（８） 資本関係 該当事項はありません。 
 取引関係 該当事項はありません。 
 人的関係 該当事項はありません。 
 

上場会社と当該会社との関係等 
 

関連当事者の該当状況 該当事項はありません。 
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（９） 当該会社の最近３年間の連結経営成績及び連結財政状態 
 平成 21 年２月期 平成 22 年 2 月期 平成 23 年 2 月期 

純 資 産 201,166 198,135 208,466 
総 資 産 436,096 448,131 476,036 
１ 株 当 た り 純 資 産 （ 円 ） 1,968.12 1,935.41 2037.50 
売 上 高 1,558,781 1,666,136 1,682,812 
営 業 利 益 49,186 50,275 55,540 
経 常 利 益 48,787 49,440 54,594 
当 期 純 利 益 23,807 12,562 25,386 
１株当たり当期純利益（円） 240.10 126.67 254.61 
１ 株 当 た り 配 当 金 （ 円 ） 160 160 170 

   （単位：百万円） 
 

５．今後の業績の見通し 
今回の業務提携による当社の今期の業績に与える影響は、現時点では軽微であります。また、現時点におき

ましては、当社の平成 25 年 2 月期および平成 26 年 2 月期の業績に与える影響は軽微であります。今後、本件

に係る業績に重要な影響を及ぼすことが明らかになった場合には、速やかに適時開示いたします。 
 

以上 


